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4 受検資格

①受検資格は、受付期間の最終日現在において下表１の実務年数を満たしていることが条件となっています。
②下表１の区分②～④、⑪につきましては、下表２を参照してください。
③受検資格について不明な点がありましたら、宮崎県職業能力開発協会技能検定課までお問い合せください。
表１

※１：学校教育法による大学、短期大学又は高等学校と同等以上と認められる外国の学校又は他法令学校を卒業した者並びに独立行政法人大学改革支
　　　援・学位授与機構により学士の学位を授与された者は学校教育法に基づくそれぞれのものに準ずる。
※２：大学入学資格付与課程、大学編入資格付与課程及び大学院入学資格付与課程の専修学校を除く。
※３：職業訓練法の一部を改正する法律（昭和53年法律第40号）の施行前に、改正前の職業訓練法に基づく高等訓練課程又は特別高等訓練課程の養成訓
　　　練を修了した者は、それぞれ改正後の職業能力開発促進法に基づく普通課程の普通職業訓練又は専門課程の高度職業訓練を修了したものとみなす。
　　　また、職業能力開発促進法の一部を改正する法律（平成４年法律第67号）の施行前に、改正前の職業能力開発促進法に基づく専門課程の養成訓練
　　　を修了した者は、専門課程の高度職業訓練を修了したものとみなし、改正前の職業能力開発促進法に基づく普通課程の養成訓練又は職業転換課
　　　程の能力再開発訓練（いずれも800時間以上のものに限る。）を修了した者はそれぞれ改正後の職業能力開発促進法に基づく普通課程又は短期課
　　　程の普通職業訓練を修了したものとみなす。
※４：総訓練時間が700時間未満のものを含む。
※５：３級（前期又は後期の期間にかかわらず随時実施するものは除く。）の技能検定については、上記のほか、検定職種に関する学科に在学する者
　　　及び検定職種に関する訓練科において職業訓練を受けている者も受検できる。また、工業高等学校に在学する者等であって、かつ、工業高等学
　　　校の教員等による検定職種に係る講習を受講し、当該講習の責任者から技能検定試験受検に際して安全衛生上の問題等がないと判定されたもの
　　　も受検できる。
※６：検定職種に関し実務の経験を有する者について、受検資格を認めることとする。
※７：当該学校が厚生労働大臣の指定をうけたものであるか否かに関わらず、受検資格を付与する。
※８：職業能力開発促進法第92条に規定する職業訓練又は指導員訓練に準ずる訓練の修了者においても、修了した職業訓練又は指導員訓練の訓練課程
　　　に応じ、受検資格を付与する。
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（単位：年）

専門高校卒業後 ※1
専修学校（大学入学資格付与課程に限る）卒業後
短大・高専・高校専攻科卒業後 ※1
専門職大学前期課程修了後
専修学校（大学編入資格付与課程に限る）卒業後
大学卒業後（専門職大学前期課程修了者を除く）※1
専修学校（大学院入学資格付与課程に限る）卒業後

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨
⑩
⑪
⑫

専修学校 ※2 又は各種学校卒業後
（厚生労働大臣が指定したものに限る。）

短期課程の普通職業訓練修了後 ※3 ※8

専門課程又は特定専門課程の高度職業訓練修了後 ※3 ※8
応用課程又は特定応用課程の高度職業訓練修了後 ※8
指導員養成課程の指導員養成訓練修了後 ※8
職業訓練指導員免許取得後
高度養成課程の指導員養成訓練修了後 ※8
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１
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０

１

※6

０※7

０※4

４ ０００

５ ０００

０※7
０※7

※5

機械科、電気科、工業化学科
建築科
建築科
建築科
建築科

建築科
建築科
設備科、造船科、工業化学科
化学工学科、建築科
建築科
工芸科
建築科、工芸科、塗装科
塗装科
園芸科、フラワーデザイン科
フラワービジネス科

プラスチック製品科
とび科
左官・タイル科
ブロック建築科
左官・タイル科
畳科
防水科
床仕上げ科、インテリア科

熱絶縁科

建築科、サッシ・ガラス施工科
インテリア科、表具科
塗装科

フラワー装飾科

プラスチック成形
と　　び
左　　官
ブロック建築
タイル張り
畳  製  作
防水施工
内装仕上げ施工

熱絶縁施工

サッシ施工
表　　装
塗　　装
路面標示施工

フラワー装飾

表２ 検定職種に関する学科及び職業訓練指導員免許職種

園芸科、フラワーデザイン科
ガーデニング科
造園科
機械科
金属工学科、機械科
造船科、建築科、土木科
機械科、建築科
機械科
機械科
電子科、電気科
電子科、電気科
電子科、電気科
機械科
被服科、服装科、洋裁科
工芸科
建築科、工芸科

園芸装飾

造　　園
機械加工

鉄　　工

建築板金
仕 上 げ
機械検査
電子機器組立て
電気機器組立て
シーケンス制御
建設機械整備
婦人子供服製造
家具製作
建具製作

検定職種 職業訓練指導員免許職種検定職種に関する学科

園芸科

造園科、森林環境保全科
機械科
塑性加工科、構造物鉄工科
鉄道車両科、造船科
塑性加工科、建築板金科
機械科
機械科
電子科
電気科、メカトロニクス科
電気科、メカトロニクス科
建設機械科
洋裁科
木工科
木工科

検定職種 職業訓練指導員免許職種検定職種に関する学科


